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障害と教育 

全ての学習者の多様なニーズに応える教育 

JICA研究所／人間開発部 

提言  

 個々のニーズに合った教育を提供するために、障害のある子どもやその家族の生活及び教育環境を把握す

ることが重要である。 

 障害のある子どもの教育のためには関係者の意識変容が重要である。 

 障害を持つ子どもに対する考え方や指導法を改善するためには、教員教育を見直す必要がある。 

 障害のある子どもが障害のない子どもと同じように教育に参加できるよう、教育機材・設備の整備及び活用が

重要である。 

 障害のある子どもの教育促進には技術開発の促進やイノベーションによる新たな取り組みが重要である。 

 

１．障害のある子どもに対する教育の現状 

 

世界の 18 歳以下の障害のある子どもの数は、約 1

億 5千万人と推計されており 1、その多くは教育の機会

を十分に得られていない。世界の学校に通っていない

子どもの 3 分の 1 が何らかの障害を抱えていると報告

されているほか、世界保健機関（WHO）が 51か国を対

象に行った調査では、障害のある子どもは小学校修了

率が約 10 %低く、就学年数も約 1年短いとの結果 2が

出ている。 
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こうした状況を改善するため、途上国においても、障

害のある子どもの教育へのアクセスを向上させるため

の取り組みが進められている。例えば、モンゴルでは首

都ウランバートル市内に 6つの特別支援学校があるほ

か、通常の学校でも障害のある子どもが学んでいる。

またカンボジアにおいては、障害のある子どもが現地

NGO によって運営される特別支援学校に入学し、一

定の年齢になると近隣の通常公立学校で学ぶ取り組

みが行われている。 

しかし、多くの障害のある子どもたちがいまだに学校

教育から取り残されており、その要因としては、教育予

算の制約、教育環境の未整備、教員のキャパシティ

不足などが挙げられる。多くの途上国では、特別支援

学校の数は限られており、また通常の学校での受け入

れ態勢も十分に整っていない。さらに、障害のある子ど

もが学校に通えるようになったとしても、上記のような制

約から、学校が障害のある子どもたちの多様なニーズ

にきめ細かく対応することは難しいのが現状である。結

果、障害のある子どもたちの就学は可能になったが、

彼らの学びが置き去りにされる状況が報告されている。 

国際社会は、障害のある子どもが学校へ通い質の

高い教育を受けることで、心身の健やかな成長と明る

い未来を実現できるよう支援すべきである。さらに、障

害のある子どもへの教育に留まらず、誰もが相互に人

格と個性を尊重し支え合い、人々の多様な在り方を相

互に認めあえる包摂的（インクルーシブ）な社会を実

現することを理想とし、取り組みを進めていくことが必

要である。 

 

２．SDGsにおけるインクルーシブ教育 

 

国際社会は 2015年に持続可能な開発目標（SDGs）

を採択し、2030 年までにすべての人にインクルーシブ

で公正な質の高い教育を保障することを表明した。

SDGsにおけるインクルーシブの概念は、性差、障害の

有無、人種、脆弱性の有無にかかわらない全ての子ど

もを包括する概念であり、この考え方は UNESCO が提

唱するインクルーシブ教育の定義 3 でも同様に扱われ

ている。つまり、障害を持つ子どもに対する教育機会の

提供は、広くインクルーシブ教育の促進における取り

組みの一つといえる。そして、インクルーシブ教育の推

進とは、障害を含む様々な子どもの個別ニーズに応じ

ることで「公正な教育」を提供し、さらに学習者を継続

的に支援することで子どもの学びを促進し「質の高い

教育」を実現することである。 

また、インクルーシブ教育を推進することで共に学

ぶ子どもたちの教育にも良い影響を及ぼすとする報告

もある。例えばインクルーシブ教育の一形態として、多

様な子どもたちが共に教育に参加することにより、子ど

もが自分と異なる他者との関わり方を学び、他者との

違いから新たな学びを得ることで、教育の質が向上す

るという報告がある。さらに、先進国を対象にこのような

共学の効果を測定した実証研究もあり、障害の有無に

関わらず子どもたちの認知能力（学力）や非認知能力

（感情や行動のコントロール、粘り強さ等）に対し正の

影響があることが報告されている。こうしたことから、イ

ンクルーシブ教育の推進は、SDGs の目標の一つであ

る「障害のある子どもを含むすべての子どもの教育へ

のアクセスと学びを向上させること」に重要な役割を果

たすだろう。 

 

３．インクルーシブ教育の推進に向けた 

JICA研究所の取り組み 

 

多くの途上国ではインクルーシブ教育を政策に取り

入れ始めているものの、教育予算の不足や教員のキ

ャパシティ不足などの課題があり、すべての子どもが十

分に学べていない状況である。インクルーシブ教育実

現のため、教育制度・政策に求められていることを実

証的に明らかにし、現状を踏まえた実行可能な方策を

検討することが必要である。特に、「障害と教育」の分

野においては、政策比較や理念、個別事例に関する

研究は多くある一方、政策効果を検証した研究は少な

い。世界の障害者の 80%が住んでいるとされる途上国

においては、実証研究は殆ど行われておらず、政策立

案のための十分なエビデンスは蓄積されていない。 
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そこで JICA研究所は、2014年、発展途上国におけ

る障害のある子どもの就学促進及び、質の高い学習

機会の提供に貢献することを目的とし、インクルーシブ

教育政策の実施状況、通常学校における障害児教育

の学習効果といった実証研究を行う「障害と教育」研

究プロジェクトを開始した。本ポリシーノートでは、この

研究プロジェクトの成果である 3つのワーキングペーパ

ーを中心に、「障害のある子どもを含む全ての学習者

の多様なニーズに応える教育の推進」に向けた政策

提言を行う。 

 

4．途上国において「障害のある子どもを含

む全ての学習者の多様なニーズに応える」

教育を推進するための提言 

 

（4-1） 個々のニーズに合った教育を提供するため

に、障害のある子どもやその家族の生活及び教育

環境を把握することが重要である。 

 

これまでに WHO や UNESCO などの国際機関が

障害のある子どもに関する調査を行っているものの、

その実態は十分に明らかにされていない。その要因

として、国や地方教育局、学校区レベルでの障害の

ある子どもやその家族の生活等に関する統計デー

タが十分に整備されていないことや、国際的に比較

可能な障害の診断方法及びその分類が整理され

ていないことが挙げられる。各国の統計作成能力の

強化や、国際的に比較可能なデータの収集を通じ

た現状の把握が必要である。 

 

（4-2） 障害のある子どもの教育のためには関係者の

意識変容が重要である。 

 

障害のある子どもの教育においては、保護者、コミュ

ニティ、教員、政策担当者など、障害のある子どもを

取り巻く関係者の意識変容が不可欠である。例えば学

校レベルでは、障害のある子どもは教員からの適切な

支援無しには授業を理解できず、十分に学ぶことがで

きない。また、教員やクラスメイトとのコミュニケーショ

ンが取れず、孤立を感じるケースも多くある。こうした

関係者の意識に対する課題は教員や保護者にも認識

されており、モンゴルでの調査では、「コミュニティの理

解不足」が障害のある子どもの就学阻害要因の一つ

であると考えられている。 

学校現場における関係者の意識変容を促す取り組

みとしては、教員や在校生と障害のある子どもやその

家族が交流する場を設けることで、お互いの心理的距

離を縮める試みも検討され JICA が実施するプロジェ

クトでも実践されている。一方、政策策定レベルにおい

ても関係者の意識変容が必要である。障害のある子ど

もに対する政策には複数省庁が関係しており、教育に

関係する方針が教育省以外で決定されることもある。

関連省庁の関係者が意識的に情報共有を行うことが

肝要である。多様な関係者ひとりひとりの意識変容が、

障害のある子どもの教育拡充に貢献する。 

 

（4-3） 障害を持つ子どもに対する考え方や指導法を 

改善するためには、教員教育を見直す必要がある。 

 

現場の教員が抱く障害のある子どもに対する考え方

や、日頃教室で行われている指導実践は、子どもの就

学や学びに大きく影響し、先進国を対象とした研究で

は、そのような教員の姿勢・技量は、教員研修に強く影

響を受けるとされる。しかしカンボジアの事例では、伝

達形式の教員研修を実施した結果、障害のある子ど

もの教育に関する教師の思考や態度には殆ど影響が

見られなかった 4。これは、代表教員が研修を受け、学

んだ内容を他教員に伝える伝達形式の教員研修では、

障害のある子どもの教育目的や手法といった詳細な

説明を必要とする内容は正確に伝えられないことが原

因と考えられている。今後は伝達形式の研修で実施

する内容を一般的な知識に限った内容とするなど、研

修方法に応じた内容を峻別することで研究効率を高

める工夫が必要である。また、教員が研修で学んだ内

容を現場で実践できるよう、教員が日頃現場で直面し

ている具体的な課題について議論する機会を提供す

ることも大切である。教員同士の学び合いを促進する
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ようなボトムアップの活動を取り入れ、現場の課題を取

り扱い、研修を受けた内容を教員がすぐに実践できる

ような具体的な研修を提供することが重要である。 

 

（4-4） 障害のある子どもが障害のない子どもと同じよ

うに教育に参加できるよう、教育機材・設備の整備及

び活用が重要である。 

 

全ての学校において、使用者のニーズに合った機

材・設備を充実させることで、子どもの就学や学びを促

進することが期待される。JICA 研究所がモンゴルにお

ける通常の学校及び特別支援学校の教員、障害のあ

る子どもの保護者を対象に実施したインタビュー調査 5

では、障害のある子どもの就学を阻害する一番の要因

は、利用可能なスロープやトイレといったハード面にお

ける学校施設の未整備であり、教員の研修不足や、

理解不足といったソフト面の課題よりも最も高い障壁に

なっていると報告されている。また、モンゴルでは特別

支援学校と比較して、通常の学校には政府からの十

分な支援が届いておらず、設備が不十分であるという

報告もある。さらに、多様な子どものニーズにきめ細や

かに対応するためには、教員をサポートするための機

材の充実も課題である。例えば、教員が直面しやすい

課題やその対処法を解説した指導書を整備すること

により、教員は日々接している生徒が抱える障害を知り、

自信をもって対応することが出来るようになるだろう。さ

らに、教員が直面する子ども個別の障害に合わせた補

助教材を学校に導入することも必要である。具体的に

は、視覚障害の生徒に点字学習用具や点字教科書

を整備することで、学習効果を高めることが出来る。 

他方、モンゴルにおける特別支援学校は、普通学

校に比べバリアーフリー化が進んでいるなど設備が充

実しているものの、保護者はこれらが有効に使われて

いないと感じているとの報告もある。例えば、障害のあ

る子どものためのトイレやエレベーターといった設備が

整備された場合でも必ずしも十分に活用されていない

という報告や、特別支援学校においてスクールバスを

運行するものの、10 キロ以上離れた場所までは運行し

ておらず、真にサービスを必要としている子どもが利用

できないといった事例が報告されている。障害のある

子どものニーズに合わせ機材・設備を整備することに

加え、それら施設を十分に活用することが重要である。 

 

（4-5） 障害のある子どもの教育促進には技術開発の

促進やイノベーションによる新たな取り組みが重要で

ある。 

 

技術の発展により、障害のある子どもたちの学びが

新たな形で促進されることが期待される。例えば日本

では、情報通信技術（ICT）を活用した教育評価や、

効果的な指導方法の開発等が行われている。また、

デジタル教材を活用し児童の個別進度に合わせた学

習の実施や、テレビ会議や電子模造紙を用いて病院

と学校を繋ぐ協働学習といった取り組みも行われてい

る。また、UNESCO は、ベルギーやポルトガル、シリア

などで ICT が障害のある子どもの学びや教員の指導

方法の向上を促進している例を報告している。近い将

来、途上国においても、こうした技術の発展が新たな

教育の機会や質の向上に貢献するだろう。
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